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情報通信行政・郵政行政審議会

会長 多賀谷 一 照 殿

諮 問第 3 1 1 8号

令和元年6月21日

総務大臣 石田 真

諮 問 書

電気通信事業法（昭和59年法律第86号。 以下「法」という。） 第26条の3第3

項の規定に基づき、書面解除に伴い利用者が支払うべき金額を定めるため、電気

通信事業法施行規則（昭和60年郵政省令第25号）の一部を改正することとしたい。

ついては、 法第169条第4号の規定に基づき、 上記のことについて諮問する。
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ー 初期契約解除に伴う対価請求項目の追加について ー

電気通信事業法施行規則の一部改正について

総 務 省
総 合 通 信 基 盤 局
消 費 者 行 政 第 一 課
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初期契約解除に伴う対価請求項目の追加について（改正の概要）

○ ＭＮＯ各社が、 ２０１６年度後半以降、ＳＩＭカードの貸与（※）に係る費用について、ＳＩＭカード１枚当たりの単価に基づき請求する

運用を開始したことを受け、主なＭＶＮＯ各社では、順次、ＭＮＯからのＳＩＭカード貸与費用の請求を踏まえ各社において設定し

た金額を「ＳＩＭカード発行手数料」として利用者に対し請求する運用を開始。
※ 接続約款の記載に基づき、ＳＩＭカードの「貸与」としているが、一度発行したＳＩＭカードは、再度別の利用者に提供することができないため、ＭＶＮＯ事業者がＭＮＯに対しＳＩＭカードを返却し

ても「貸与」に係る費用は返還されない。

○ ２０１８年１０月にＭＶＮＯの音声通話付サービスが初期契約解除の対象役務として追加された後、２０１９年２月の「消費者保護

ルール実施状況のモニタリング定期会合（第６回）」において、業界団体より、初期契約解除の際にＭＶＮＯが負担している

「ＳＩＭカード発行手数料」を対価請求の項目に追加してほしいとの要望が示され、同会合における要改善・検討事項として、

「ＳＩＭカード発行手数料」の取扱いについて総務省等において検討することが必要である旨が取りまとめられた。

○ これを踏まえ、「ＳＩＭカード発行手数料」のうち、①ＭＶＮＯが利用者への役務提供のために必ず要する費用であり、②接続

料の一部として省令の基準に基づき算定され透明性・適正性が確保されているＳＩＭカード貸与費用に相当するものと認めら

れる金額については、「SＩＭカードの提供に要する費用」として初期契約解除に伴う対価請求の項目に追加することとし、所

要の規定整備を行う。
※ 確認措置（総務大臣の認定を受けた役務について、電気通信事業者に一定の責任がある場合に端末等も含めて契約解除することができるとする初期契約解除の代替的制度）により契

約解除した場合は、契約事務手数料、工事費用、番号ポータビリティに係る費用は請求できないこととなっているため、ＳＩＭカードの提供に要する費用についても同様とする。
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改正の概要

ＳＩＭカード貸与費用
の請求

ＳＩＭカード貸与費用
の請求

ＭＮＯ

ＭＶＮＯ

利用者

ＳＩＭカードの提供に要する費用
の請求

利用者に対し、請求不可

初期契約解除時

＜現行＞ ＜改正案＞

ＳＩＭカード発行手数料
の請求

ＭＮＯ

ＭＶＮＯ

利用者

ＳＩＭカード発行手数料
の請求

利用者に対し、請求可能

ＳＩＭカードの提供に要する費用
の請求

初期契約解除時

： 接続料の一部として省令の基準に基づき算定される費用又はそれに相当するもの
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3初期契約解除に伴う対価請求項目の追加について（諮問事項）

電気通信事業法施行規則の一部改正

初期契約解除に伴い利用者が支払うべき金額（事業者が利用者に対して請求可能な金額［上限額］）として、以下を加える。
（第22条の２の９）

■ 施行日： 利用者利益の保護の強化等を内容とする「電気通信事業法の一部を改正する法律」（令和元年法律第５号）の施行の日から施行することとする。

（※1）ＭＶＮＯが通常の契約手続時に、ＳＩＭ発行手数料として、接続協定又は卸契約に係るＳＩＭ貸与費用を下回る金額を設定していた場合等には、当該額を対価請求の
上限額とすることとする。

（※2）実際にＭＶＮＯに負担の発生する費用についてのみ利用者に対し請求できるよう、 「第二種指定電気通信設備接続料規則第４条第２項第３号に規定する部分に係
る接続料に相当する額」とし、接続料の変動に柔軟に対応できるよう規定することとする。

書面解除に係る電気通信役務が仮想移動電気通信サービスであって、当該電気通信役務を提供する電気通信事業者
が次に掲げるものである場合にあつては、それぞれ次に定める額に相当する額（当該電気通信役務の提供に用いるＳＩ
Ｍカードの提供に要する費用の額として当該電気通信役務の利用者に対し通常請求される費用の額を超える場合に
あつては、当該通常請求される費用の額をいう。（※1））

・ 当該電気通信役務を提供する電気通信事業者が第二種指定電気通信設備に電気通信設備を接続する電気通信事業者（当該電気通

信事業者から当該第二種指定電気通信設備を用いる卸電気通信役務の提供（二以上の段階にわたる当該卸電気通信役務の提供を含

む。）を受ける電気通信事業者を含む。）である場合には、ＳＩＭカードの提供に係る接続料（※2）

・ 当該電気通信役務を提供する電気通信事業者が第二種指定電気通信設備を設置する電気通信事業者から当該第二種指定電気通信

設備を用いる卸電気通信役務の提供を受ける電気通信事業者（当該電気通信事業者から当該卸電気通信役務の提供（二以上の段階に

わたる当該卸電気通信役務の提供を含む。）を受ける電気通信事業者を含む。）である場合には、当該第二種指定電気通信設備を設置

する電気通信事業者から提供される卸電気通信役務に係るＳＩＭカードの料金

ＭＮＯ ＭＶＮＯ
接続協定

ＭＶＮＯ・・・・・・・ ＭＶＮＯ 利用者
卸契約

ＭＮＯ ＭＶＮＯ
接続協定

ＭＶＮＯ 利用者
卸契約

ＭＮＯ
接続協定

ＭＶＮＯ 利用者

ＭＮＯ ＭＶＮＯ ＭＶＮＯ・・・・・・・ ＭＶＮＯ 利用者
卸契約

ＭＮＯ ＭＶＮＯ ＭＶＮＯ 利用者
卸契約

ＭＮＯ ＭＶＮＯ 利用者

卸契約

卸契約

卸契約
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（参考１）初期契約解除に伴う対価請求項目の追加について（改正の背景①）

（１）ＭＶＮＯにおけるＳＩＭカード発行手数料の請求開始

○ ＭＮＯ各社は接続約款を改定し、 ２０１６年度後半以降、ＭＶＮＯに対し、ＳＩＭカードの貸与に係る費用について、ＳＩＭカード１枚

当たりの単価に基づき請求する運用を開始。卸契約についても、接続約款の改定を踏まえ同様に変更され、主なＭＶＮＯ各

社では、新規契約者等の新たにＳＩＭカードを必要とする利用者に対し、ＳＩＭカード１枚ごとに、ＭＮＯからのＳＩＭカード貸与費

用の請求を踏まえ各社において設定した金額を「ＳＩＭカード発行手数料」 （※１）として請求する運用を開始。

○ 総務省では、201７年9月に第二種指定電気通信設備に係る接続料の透明性・適正性等の確保、公正競争環境の向上の

観点から、電気通信事業法施行規則及び第二種指定電気通信設備接続料規則を改正し、ＭＮＯ各社のＳＩＭカード貸与費用に

ついて、接続約款記載事項等に追加し、また、当該費用の算定方法についても規定（※２）。これを受け、ＭＮＯ各社は２０１８年

４月より、省令の基準に従った費用算定に基づくＳＩＭカード貸与費用の請求等を実施（※３）。
※１ 当該費用の呼称は社によって異なり、他に「ＳＩＭカード発行料」、「ＳＩＭカード準備料」、「ＳＩＭカード手配料」等の呼称も存在。
※２ 卸電気通信役務の提供については、電気通信事業法施行規則を改正し、ＳＩＭカードの種類、料金、提供条件等を届出事項として追加。（第二種電気通信設備を

設置する電気通信事業者は、一定の規模以上（契約数50万回線以上等）の卸契約等について届出が必要。）
※３ 当該費用の額はＭＮＯ各社ごとに異なり、今年度は１枚につき１１４円～3３５円。

（２）ＭＶＮＯ音声通話付きサービスに対する初期契約解除制度の適用開始

○ ２０１５年の電気通信事業法改正により、利用者が電気通信サービスの特性に起因した契約上のトラブルを回避することが

できるよう、契約初期の一定期間は、利用者側から相手方（電気通信事業者）の同意無く、契約を解除することができる

初期契約解除制度が導入（２０１６年１０月施行）。初期契約解除時に事業者が利用者に対価請求できる費目及び上限額に

ついても併せて規定（※４）。

○ 制度導入当初、ＭＶＮＯの音声通話付きサービスは、初期契約解除制度の対象外（※５）であったが、2018年にはＭＶＮＯの

普及が進み、ＭＶＮＯの音声通話付サービスについての苦情相談も少ないとはいえない状況となってきたことから、告示

改正を行い、２０１８年１０月より、ＭＶＮＯの音声通話付サービスを初期契約解除制度の対象役務として追加。
※４ 利用者が初期契約解除を申し出た際、事業者は違約金を請求できないほか、例えば契約時に初期費用等として受領した費用の中でも、対価請求を認められて

いない費目や、対価請求できる費目の上限額を超える部分の費用については、利用者に返金しなければならない。
※５ 初期契約解除制度導入検討当時、ＭＶＮＯの音声通話付きサービスに対する苦情相談事案がほとんどなかったため。
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改正の背景①
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（参考１）初期契約解除に伴う対価請求項目の追加について（改正の背景②） 5

（３）ＭＶＮＯ事業者からの制度改正要望

○ 消費者保護ルール実施状況のモニタリング定期会合（第６回：２０１９年2月1日開催）において、（一社）テレコムサービス協

会より、「初期契約解除に際してＭＶＮＯが負担しているＳＩＭ準備手数料（仮）について、対価請求の項目として追加してほし

い」との要望が示された。これを踏まえ、同会合において「「ＳＩＭ準備手数料（仮）」については、総務省等において、その実

情を踏まえた上で、今後の取り扱いを検討していくことが必要」であるとする要改善・検討事項が取りまとめられた。

（４）総務省における検討

○ 「ＳＩＭカード発行手数料」のうち、①ＭＶＮＯが利用者への役務提供のために必ず要する費用であり、②接続料の一部

として省令の基準に基づき算定され透明性・適正性が確保されているＳＩＭカード貸与費用に相当するもの（※６）と

認められる金額については、ＳＩＭカードの提供に要する費用として初期契約解除に伴う対価請求の項目に追加する

こととし、所要の規定整備を行う。
※６ 卸電気通信役務の提供についても、接続約款と同様の料金等の条件で行われている。

改正の背景②
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（参考2）H29年9月における電気通信事業法施行規則等の改正について

改正対象 改正事項 改正内容

電気通信事業法施行規則 接続約款記載事項の追加 次の事項を接続約款への記載事項に追加

①標準的な役務利用管理システムの機能及び料金

②SIMカードの種類ごとの機能

③障害に関する情報の接続事業者への通知責任

④いわゆる網改造料等の、案分方法を含む算定方法

卸電気通信役務に関する
届出事項の追加

役務利用管理システム及びSIMカードの種類、料金、提供条件等について届出事項
に追加

接続料規則 データ伝送交換機能の区
分及び接続料の算定方法

データ伝送交換機能に新たな区分及びそれぞれの単位を設ける

① ②③以外のもの （回線容量）

② 回線管理機能 （回線数）

③ SIMカード （SIMカードの枚数）

情報開示告示 円滑な接続を行う上で重要な事項の情報開示義務を追加

MVNOガイドライン • 頻度の高い工事の工事当たりの単価を約款に記載すべき旨明確化

• 役務利用管理システム又はSIMカードの機能その他の提供条件の追加及び変更に関する情報を早期に通知
するよう努めるよう記載

• MVNEとして他のMVNOに電気通信役務の提供を行っているMVNOについて、MNOから得たふくそう、事故等に
関する情報を速やかに卸先事業者に情報提供するよう記載

 2016年12月より、「電気通信市場分野における市場検証に関する年次計画（平成28年度）」に基づき、ＭＮＯ及びＭＶＮＯに対し、

接続制度の運用状況、卸電気通信役務の提供状況及びサービス提供に当たっての課題等について、ヒアリング調査を実施。

 上記調査及び電気通信市場検証会議等の結果を踏まえ、第二種指定電気通信設備に係る接続料の透明性・適正性等の確保、

公正競争環境の向上のため省令等を改正。

6
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（参考3） 接続約款におけるMNO３社のＳＩＭの貸与料金

MNO各社 SIMの貸与に係る費用 接続約款における記載（各社の接続約款より抜粋）

NTTドコモ 335円

KDDI
沖縄セルラー

114円又は226円

ソフトバンク 292円

（ＵＳＩＭカードの貸与に係る費用の支払い義務）
第５６条の３ 協定事業者（接続申込者を含みます。
以下、この条において同じとします。）は、第２５条
の６（ＵＳＩＭカードの貸与に係る請求）第２項に規定
する契約に基づき、ＵＳＩＭカードの貸与に係る請求
を行い、当社がその請求を承諾したときは、料金
表第３表（その他の 費用）第１（ＵＳＩＭカードの貸
与に係る費用）に規定するＵＳＩＭカードの貸与に係
る費用の支払いを要します。

（３Ｇチップの利用に係る費用の支払義務）
第５６条の３ 協定事業者（接続申込者を含みます。
以下、この条において同じとします。）は、第２８条
の２（開通システム等の利用申込み）第２項に規定
する契約に基づき、３Ｇチップの利用の申込みを
行い、当社がその申込みを承諾したときは、料金
表第４表（その他の費用）第１（３Ｇチップの利用に
係る費用）に規定する３Ｇチップの利用に係る費
用の支払いを要します。

（ａｕＩＣカードの貸与に係る費用の支払義務）
第６８条の３ 協定事業者（接続申込者を含みます。
以下、この条において同じとします。）は、第３８条
の３（ａｕＩＣカードの貸与に係る申込み）第２項に規
定する契約に基づき、ａｕＩＣカードの貸与に係る請
求を行い、当社がその請求を承諾したときは、料
金表第４表（その他の費用）第１（ａｕＩＣカードの貸与
に係る費用）に規定するａｕＩＣカードの貸与に係る
費用の支払いを要します。

２０１９年４月時点

7
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（参考4） 初期契約解除制度

○ 利用者は、契約書面受領後等から８日間は､相手方（電気通信事業者）の合意なく契約解除できる。また、初期

契約解除制度の規定に反する特約は無効とする。

● 対象役務

移
動
通
信

固
定
通
信

● 契約解除時に利用者に請求できる上限額（現行）

①契約解除までのサービス提供の対価

②サービス提供に必要な工事（実施済の工事）に通

常要する費用※１として総務大臣が告示※２する額

③契約の締結のために通常要する費用（いわゆる

事務手数料）※１として総務大臣が告示※２する額

※１ 当該費用として通常請求されるもの
※２ 詳細は次ページ

③ＭＶＮＯの無線インターネット専用サービス

期間拘束あり

①ＭＮＯの
携帯電話端末サービス（音声サービスあり）

②ＭＮＯの無線インターネット専用サービス

①光ファイバーインターネットサービス

②ケーブルテレビインターネットサービス

③上記①・②向けの分離型インターネット接続サービス

④ＤＳＬ向けの分離型インターネット接続サービス（ＤＳＬの
回線部分の契約を解除しないで変更可能なもの）

プ
リ
ペ
イ
ド
型
は
対
象
外

● 初期契約解除制度は、利用者に不利な料金等の変更が含まれる変更契約・更新契約にも適用

８日間

契約書面受領日

８日間
契約解除可能期間

● 契約解除可能期間（原則）

※定額制の料金は、原則として日割り計算

④ＭＶＮＯの
携帯電話端末サービス（音声サービスあり）

「
確
認
措
置
」の
認
定
を
受
け
た

サ
ー
ビ
ス
は
適
用
除
外

④番号ポータビリティの適用に通常要する費用※１

として総務大臣が告示※２する額
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（参考5） 初期契約解除に伴う対価請求の上限額を定める告示の概要

● 初期契約解除に伴い利用者が支払うべき額（対価請求額）のうち工事費用、事務手数料及び番号ポータビリティに係る費用

の上限額を規定。

※上記の上限額に消費税を加えた額まで請求可能。

※上記の上限額以内であっても、通常の中途解約等で請求している額の方が低い場合は当該額が上限となる旨を告示に規定。

※上記のほか、施行規則に基づき、初期契約解除までに利用したサービスの利用料を合理的範囲内で請求可能。

※上記のうち、事務手数料について、その請求単位は契約単位が望ましいものの、顧客管理システム上の管理が回線ごとになっているなど

特段の事情がある場合には回線単位とすることも考えられる。

工事費用

（FTTHアクセスサービス）

・ 戸建て住宅に人員を派遣して行う工事

２５，０００円

・ 集合住宅等に人員を派遣して行う工事

２３，０００円

・ その他の工事（人員派遣なし） ２，０００円

★土日・休日の場合は３，０００円、

夜間・深夜の場合は１０，２００円を加算可能

（人員無派遣の場合は加算不可）

（CATVアクセスサービス）

・ 戸建て住宅に人員を派遣して行う工事

１８，０００円

・ 集合住宅等に人員を派遣して行う工事

１７，０００円

・ その他の工事（人員派遣なし） ２，０００円

事務手数料 ３，０００円 （固定通信、移動通信共通）

番号ポータビリティ
に係る費用

３，０００円 （固定通信、移動通信共通）

● あくまで上限であり、全ての場合においてこの額まで請求できる権利が事業者に与えられるものではない。

事業者が自主的に無償での契約解除に応じることも妨げられない。
【令和元年5月更新】
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参照条文 10

○ 電気通信事業法（昭和五十九年法律第八十六号）

（第二種指定電気通信設備との接続）

第三十四条 （略）

２ 前項の規定により指定された電気通信設備（以下「第二種指定電気通信設備」という。）を設置する電気通信事業者は、当該第二種指定電気通信設備と他の電気通信事業者の

電気通信設備との接続に関し、当該第二種指定電気通信設備を設置する電気通信事業者が取得すべき金額及び接続条件について接続約款を定め、総務省令で定めるところに

より、その実施前に、総務大臣に届け出なければならない。これを変更しようとするときも、同様とする。

３ 総務大臣は、前項（第八項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）の規定により届け出た接続約款が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、当該第二種指定

電気通信設備を設置する電気通信事業者に対し、相当の期限を定め、当該接続約款を変更すべきことを命ずることができる。

一 次に掲げる事項が適正かつ明確に定められていないとき。

イ 他の電気通信事業者の電気通信設備を接続することが技術的及び経済的に可能な接続箇所のうち標準的なものとして総務省令で定める箇所における技術的条件

ロ 総務省令で定める機能ごとの第二種指定電気通信設備を設置する電気通信事業者が取得すべき金額

ハ 第二種指定電気通信設備を設置する電気通信事業者及びこれとその電気通信設備を接続する他の電気通信事業者の責任に関する事項

ニ 電気通信役務に関する料金を定める電気通信事業者の別

ホ イからニまでに掲げるもののほか、第二種指定電気通信設備との接続を円滑に行うために必要なものとして総務省令で定める事項

二 第二種指定電気通信設備を設置する電気通信事業者が取得すべき金額が能率的な経営の下における適正な原価に適正な利潤を加えたものを算定するものとして総務省

令で定める方法により算定された金額を超えるものであるとき。

三 接続条件が、第二種指定電気通信設備を設置する電気通信事業者がその第二種指定電気通信設備に自己の電気通信設備を接続することとした場合の条件に比して不利

なものであるとき。

四 特定の電気通信事業者に対し不当な差別的な取扱いをするものであるとき。

４～９ （略）

（第一種指定電気通信設備又は第二種指定電気通信設備を用いる卸電気通信役務の提供）

第三十八条の二 第一種指定電気通信設備又は第二種指定電気通信設備を設置する電気通信事業者は、当該第一種指定電気通信設備又は第二種指定電気通信設備を用いる卸

電気通信役務の提供の業務を開始したときは、総務省令で定めるところにより、遅滞なく、その旨、総務省令で定める区分ごとの卸電気通信役務の種類その他総務省令で定め

る事項を総務大臣に届け出なければならない。届け出た事項を変更し、又は当該業務を廃止したときも、同様とする。

1
2



○ 第二種指定電気通信設備接続料規則（平成二十八年総務省令第三十一号）

第４条 法第三十四条第三項第一号ロの総務省令で定める機能は、次の各号に掲げる機能の区分に応じ、当該各号に定めるものとする。
一 （略）
二 データ伝送交換機能 第二種指定電気通信設備にその電気通信設備を接続する他の電気通信事業者（以下「他事業者」という。）が設置する当該電気通信設備と第二種指

定電気通信設備をＧＰＲＳトンネリングプロトコルが用いられる通信方式を用いて接続した上で、当該他事業者が設置する電気通信設備と特定移動端末設備との間で専ら符号
又は影像の伝送交換を行う機能（無線設備規則（昭和二十五年電波監理委員会規則第十八号）第四十九条の六の四又は第四十九条の六の五で定める条件に適合する無線設
備であって、拡散符号速度が一の搬送波当たり毎秒一・二二八八メガチップのものを使用した符号又は影像の伝送交換を行うものを除く。）

三・四 （略）

２ 前項第２号の機能は、接続料を算定するために次に掲げる部分に区分するものとする。
一・二 （略）
三 ＳＩＭカード（電気通信事業報告規則（昭和63年郵政省令第46号）第10条に規定するＳＩＭカードをいう。以下同じ。）の提供に係るもの（事業者が現にＳＩＭカードの提供を行ってい

る場合に限る。）

（データ伝送交換機能の接続料）
第１３条 第四条第一項第二号に掲げる機能の接続料は、次の各号に掲げる部分に応じ、当該各号に定めるものを単位として設定するものとする。
一 第四条第二項第一号 回線容量
二 第四条第二項第二号 回線数
三 第四条第二項第三号 ＳＩＭカードの枚数

２ 第四条第二項第三号に掲げる部分に係る接続料の原価及び利潤は、次の各号に定める方法により算定することができる。この場合において、当該接続料の原価及び利潤には、
第三章の規定は適用しない。

一 接続料の原価は、ＳＩＭカードの調達費用に、ＳＩＭカードの管理及び他事業者への提供に要する費用として合理的に算定したものを加えたものとする。
二 接続料の利潤は、次に掲げる式により計算した運転資本に、前項第一号の接続料の算定における利潤を当該算定に係るレートベースで除したものを乗じたものとする。

運転資本＝前号の調達費用×（ＳＩＭカードの提供からこれに係る接続料の収納までの平均的な日数／三百六十五日）
３ （略）

参照条文 11

○ 電気通信事業法施行規則（昭和六十年郵政省令第二十五号）

（第二種指定電気通信設備との接続に関する接続約款の届出）
第二十三条の九の三 法第三十四条第二項の規定により、接続約款を定め、又は変更しようとする者は、その実施の日の七日前までに、様式第十七の四の届出書に、次に掲げる事

項を記載した接続約款（変更の届出の場合は、接続約款の新旧対照）並びに様式第十七の四の二から第十七の四の七まで及び総務大臣が別に告示する様式の接続料（第二種
指定電気通信設備との接続に関し当該第二種指定電気通信設備を設置する電気通信事業者が取得すべき金額をいう。以下この条において同じ。）の算出の根拠に関する説明
を記載した書類その他必要な書類を添えて提出しなければならない。この場合において、当該書類に掲記される科目その他の事項の金額及び数値は、接続料の算出に十分な
精度を確保できる場合に限り、端数処理を行つて表示することができる。
一～五 （略）

（法第三十八条の二の総務省令で定める事項）
第二十五条の七 法第三十八条の二の総務省令で定める事項は、次に掲げる事項とする。

五 第二種指定電気通信設備を設置する電気通信事業者から当該第二種指定電気通信設備を用いる前号の表の上欄に掲げる卸電気通信役務の提供を受ける電気通信事業者
が同表の下欄に掲げる電気通信事業者の場合にあつては、当該電気通信事業者ごとの次に掲げる事項
イ 提供卸電気通信役務に係る役務利用管理システムの機能及び料金その他の提供条件
ロ 提供卸電気通信役務に係るＳＩＭカードの種類、機能及び料金その他の提供条件
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一
頁

○
総
務
省
令
第

号

電
気
通
信
事
業
法
（
昭
和
五
十
九
年
法
律
第
八
十
六
号
）
第
二
十
六
条
の
三
第
三
項
た
だ
し
書
の
規
定
に
基
づ
き
、

電
気
通
信
事
業
法
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

令
和
元
年

月

日

総
務
大
臣

石
田

真
敏

電
気
通
信
事
業
法
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

電
気
通
信
事
業
法
施
行
規
則
（
昭
和
六
十
年
郵
政
省
令
第
二
十
五
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

次
の
表
に
よ
り
、
改
正
前
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線
を
付
し
た
部
分
を
こ
れ
に
順
次
対
応
す
る
改
正
後
欄
に
掲
げ
る

規
定
の
傍
線
を
付
し
た
部
分
の
よ
う
に
改
め
、
改
正
前
欄
及
び
改
正
後
欄
に
対
応
し
て
掲
げ
る
そ
の
標
記
部
分
に
二
重

傍
線
を
付
し
た
規
定
（
以
下
「
対
象
規
定
」
と
い
う
。
）
は
、
改
正
前
欄
に
掲
げ
る
対
象
規
定
を
改
正
後
欄
に
掲
げ
る

対
象
規
定
と
し
て
移
動
し
、
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
対
象
規
定
で
改
正
前
欄
に
こ
れ
に
対
応
す
る
も
の
を
掲
げ
て
い
な
い

も
の
は
、
こ
れ
を
加
え
る
。

改

正

案
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二
頁

改

正

後

改

正

前

（
書
面
に
よ
る
解
除
の
例
外
）

（
書
面
に
よ
る
解
除
の
例
外
）

第
二
十
二
条
の
二
の
七

法
第
二
十
六
条
の
三
第
一
項
の
総
務
省
令
で
定
め
る
場
合
は
、
次
に
掲
げ
る
場
合
と
す

る
。

第
二
十
二
条
の
二
の
七

［
同
上
］

［
一
～
四

略
］

［
一
～
四

同
上
］

五

法
第
二
十
六
条
第
一
項
第
一
号
に
掲
げ
る
電
気
通
信
役
務
の
う
ち
、
そ
の
提
供
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る

場
所
に
関
す
る
状
況
（
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
「
利
用
場
所
状
況
」
と
い
う
。
）
及
び
そ
の
利
用
者
の
利
益

の
保
護
の
た
め
の
法
令
等
の
遵
守
に
関
す
る
状
況
（
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
「
遵
守
状
況
」
と
い
う
。
）
を

確
認
で
き
る
措
置
（
次
に
掲
げ
る
要
件
を
満
た
す
も
の
に
限
る
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
確
認
措
置
」
と

い
う
。
）
を
電
気
通
信
事
業
者
が
講
じ
て
い
る
も
の
で
あ
つ
て
、
そ
の
利
用
者
の
利
益
が
保
護
さ
れ
て
い
る

も
の
と
し
て
、
当
該
電
気
通
信
事
業
者
の
申
請
に
よ
り
総
務
大
臣
が
認
定
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
認

定
」
と
い
う
。
）
し
た
も
の
の
提
供
に
関
す
る
契
約
（
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
「
確
認
措
置
契
約
」
と
い

う
。
）
を
締
結
し
た
場
合

五

［
同
上
］

［
イ
～
ハ

略
］

［
イ
～
ハ

同
上
］

ニ

ロ
又
は
ハ
の
解
除
に
伴
い
当
該
利
用
者
が
支
払
う
べ
き
金
額
が
次
に
定
め
る
額
に
こ
れ
に
対
す
る
法
定

利
率
に
よ
る
遅
延
損
害
金
の
額
を
加
算
し
た
金
額
を
超
え
な
い
こ
と
。

ニ

［
同
上
］

（１）

当
該
関
連
契
約
に
よ
り
提
供
さ
れ
た
役
務
の
対
価
に
相
当
す
る
額
（
当
該
役
務
の
提
供
に
必
要
な

工
事
の
た
め
に
通
常
要
す
る
費
用
（
当
該
費
用
と
し
て
通
常
請
求
さ
れ
る
も
の
に
限
る
。
以
下
こ
の

号
に
お
い
て
同
じ
。
）
、
当
該
関
連
契
約
の
締
結
の
た
め
に
通
常
要
す
る
費
用
並
び
に
第
二
十
二
条

の
二
の
九
第
二
号
及
び
第
五
号
に
規
定
す
る
費
用
に
係
る
も
の
を
除
く
。
）

（１）

当
該
関
連
契
約
に
よ
り
提
供
さ
れ
た
役
務
の
対
価
に
相
当
す
る
額
（
当
該
役
務
の
提
供
に
必
要
な
工

事
の
た
め
に
通
常
要
す
る
費
用
（
当
該
費
用
と
し
て
通
常
請
求
さ
れ
る
も
の
に
限
る
。
以
下
こ
の
号
に

お
い
て
同
じ
。
）
及
び
当
該
関
連
契
約
の
締
結
の
た
め
に
通
常
要
す
る
費
用
に
係
る
も
の
を
除
く
。
）

［
（２）

略
］

［
（２）

同
上
］

［
ホ

略
］

［
ホ

同
上
］

［
２
～
６

略
］

［
２
～
６

同
上
］

（
書
面
解
除
に
伴
い
利
用
者
が
支
払
う
べ
き
金
額
）

（
書
面
解
除
に
伴
い
利
用
者
が
支
払
う
べ
き
金
額
）

第
二
十
二
条
の
二
の
九

法
第
二
十
六
条
の
三
第
三
項
た
だ
し
書
の
総
務
省
令
で
定
め
る
額
は
、
次
に
掲
げ
る
額

に
こ
れ
に
対
す
る
法
定
利
率
に
よ
る
遅
延
損
害
金
の
額
を
加
算
し
た
金
額
を
限
度
と
す
る
。

第
二
十
二
条
の
二
の
九

［
同
上
］

一

書
面
解
除
ま
で
に
提
供
さ
れ
た
電
気
通
信
役
務
及
び
当
該
電
気
通
信
役
務
の
提
供
に
付
随
し
て
提
供
さ
れ

た
有
償
継
続
役
務
で
あ
つ
て
書
面
解
除
に
伴
い
そ
の
提
供
が
中
止
さ
れ
た
も
の
の
対
価
に
相
当
す
る
額
（
次

号
か
ら
第
五
号
ま
で
に
規
定
す
る
費
用
に
係
る
も
の
を
除
く
。
）

一

書
面
解
除
ま
で
に
提
供
さ
れ
た
電
気
通
信
役
務
及
び
当
該
電
気
通
信
役
務
の
提
供
に
付
随
し
て
提
供
さ
れ

た
有
償
継
続
役
務
で
あ
つ
て
書
面
解
除
に
伴
い
そ
の
提
供
が
中
止
さ
れ
た
も
の
の
対
価
に
相
当
す
る
額
（
次

号
か
ら
第
四
号
ま
で
に
規
定
す
る
費
用
に
係
る
も
の
を
除
く
。
）

二

書
面
解
除
に
係
る
電
気
通
信
役
務
が
仮
想
移
動
電
気
通
信
サ
ー
ビ
ス
（
別
表
備
考
第
三
号
に
規
定
す
る
も

の
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
で
あ
つ
て
、
当
該
電
気
通
信
役
務
を
提
供
す
る
電
気
通
信
事
業
者
が
次
の
イ
又

は
ロ
に
掲
げ
る
も
の
で
あ
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
そ
れ
ぞ
れ
当
該
イ
又
は
ロ
に
定
め
る
額
に
相
当
す
る
額

（
当
該
額
が
当
該
電
気
通
信
役
務
の
提
供
に
用
い
る
Ｓ
Ｉ
Ｍ
カ
ー
ド
（
第
二
十
三
条
の
九
の
五
第
一
項
第
三

号
に
規
定
す
る
も
の
を
い
う
。
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
提
供
に
要
す
る
費
用
の
額
と
し
て
当
該

電
気
通
信
役
務
の
利
用
者
に
対
し
通
常
請
求
さ
れ
る
費
用
の
額
を
超
え
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
当
該
通
常
請

［
新
設
］
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三
頁

求
さ
れ
る
費
用
の
額
）

イ

第
二
種
指
定
電
気
通
信
設
備
に
電
気
通
信
設
備
を
接
続
す
る
電
気
通
信
事
業
者
（
当
該
電
気
通
信
事
業

者
か
ら
当
該
第
二
種
指
定
電
気
通
信
設
備
を
用
い
る
卸
電
気
通
信
役
務
の
提
供
（
二
以
上
の
段
階
に
わ
た

る
当
該
卸
電
気
通
信
役
務
の
提
供
を
含
む
。
）
を
受
け
る
電
気
通
信
事
業
者
を
含
む
。
）

第
二
十
三
条

の
九
の
三
に
規
定
す
る
接
続
料
の
う
ち
、
第
二
種
指
定
電
気
通
信
設
備
接
続
料
規
則
（
平
成
二
十
八
年
総

務
省
令
第
三
十
一
号
）
第
四
条
第
二
項
第
三
号
に
規
定
す
る
部
分
に
係
る
接
続
料

ロ

第
二
種
指
定
電
気
通
信
設
備
を
設
置
す
る
電
気
通
信
事
業
者
か
ら
当
該
第
二
種
指
定
電
気
通
信
設
備
を

用
い
る
卸
電
気
通
信
役
務
の
提
供
を
受
け
る
電
気
通
信
事
業
者
（
当
該
電
気
通
信
事
業
者
か
ら
当
該
卸
電

気
通
信
役
務
の
提
供
（
二
以
上
の
段
階
に
わ
た
る
当
該
卸
電
気
通
信
役
務
の
提
供
を
含
む
。
）
を
受
け
る

電
気
通
信
事
業
者
を
含
む
。
）

当
該
第
二
種
指
定
電
気
通
信
設
備
を
設
置
す
る
電
気
通
信
事
業
者
か
ら

提
供
さ
れ
る
卸
電
気
通
信
役
務
に
係
る
Ｓ
Ｉ
Ｍ
カ
ー
ド
の
料
金

三

電
気
通
信
役
務
の
提
供
に
必
要
な
工
事
の
た
め
に
通
常
要
す
る
費
用
（
当
該
費
用
と
し
て
通
常
請
求
さ
れ

る
も
の
に
限
る
。
次
号
及
び
第
五
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
額
と
し
て
総
務
大
臣
が
別
に
告
示
す
る
額
（
当

該
工
事
が
行
わ
れ
た
場
合
に
限
る
。
）

二

電
気
通
信
役
務
の
提
供
に
必
要
な
工
事
の
た
め
に
通
常
要
す
る
費
用
（
当
該
費
用
と
し
て
通
常
請
求
さ
れ

る
も
の
に
限
る
。
次
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
額
と
し
て
総
務
大
臣
が
別
に
告
示
す
る
額
（
当
該
工
事
が
行

わ
れ
た
場
合
に
限
る
。
）

四

［
略
］

三

［
同
上
］

五

［
略
］

四

［
同
上
］

備
考

表
中
の
［

］
の
記
載
及
び
対
象
規
定
の
二
重
傍
線
を
付
し
た
標
記
部
分
を
除
く
全
体
に
付
し
た
傍
線
は
注
記
で
あ
る
。

17



四
頁

附

則

１

こ
の
省
令
は
、
電
気
通
信
事
業
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
令
和
元
年
法
律
第
五
号
）
の
施
行
の
日
（
以
下

「
施
行
日
」
と
い
う
。
）
か
ら
施
行
す
る
。

２

施
行
日
前
に
こ
の
省
令
に
よ
る
改
正
前
の
電
気
通
信
事
業
法
施
行
規
則
第
二
十
二
条
の
二
の
七
第
一
項
第
五
号
の

認
定
を
受
け
て
い
る
電
気
通
信
役
務
は
、
こ
の
省
令
に
よ
る
改
正
後
の
電
気
通
信
事
業
法
施
行
規
則
（
以
下
「
新
施

行
規
則
」
と
い
う
。
）
第
二
十
二
条
の
二
の
七
第
一
項
第
五
号
の
認
定
を
受
け
た
も
の
と
み
な
す
。

３

新
施
行
規
則
第
二
十
二
条
の
二
の
九
第
二
号
の
規
定
は
、
施
行
日
以
後
に
締
結
さ
れ
る
電
気
通
信
役
務
の
提
供
に

関
す
る
契
約
に
つ
い
て
適
用
す
る
。

18




